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道内景気は、一部に弱さが残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、弱い動き

となっている。需要面では、住宅投資は、減少している。公共投資は、高水準ながら弱めの

動きとなっている。個人消費は、緩やかに増加している。設備投資は、持ち直しの動きがみ

られる。輸出は、持ち直している。観光は、持ち直しが続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、負債総

額が前年を下回ったものの、件数は前年を上回った。消費者物価は、２０か月連続で前年を上

回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～４か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、３月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を０．２ポイン

ト下回る５２．６と２か月ぶりに低下した。ただ

し、好不況の分かれ目となる５０を２か月連続

で上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を３．５ポイント上回る５５．８となった。

２月の鉱工業生産指数は８２．６（季節調整済

指数、前月比＋０．９％）と４か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲４．４％と１０か

月連続で低下した。

業種別では、輸送機械工業など７業種が前

月比上昇となった。化学・石油石炭製品工業

など８業種が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２３年５月号
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３．百貨店等販売額～１２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～６か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．生乳生産量～６か月連続で減少

生乳生産量

（資料：農林水産省）

２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋６．０％）は、１２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋３３．４％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同＋１．９％）

は、すべての品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋７．５％）

は、１６か月連続で前年を上回った。

２月の乗用車新車登録台数は、１３，２８６台

（前年比＋３２．４％）と６か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋７８．６％）、

小型車（同＋１４．３％）、軽乗用車（同＋５．５％）

となった。

４～２月累計では、１２９，６５７台（前年比

＋６．６％）と前年を上回った。内訳は普通車

（同＋１１．９％）、小型車（同＋２．２％）、軽乗用

車（同＋４．６％）となった。

２月の生乳生産量は、３１７，９２７トン（前年

比▲５．３％）と６か月連続で前年を下回っ

た。内訳は、牛乳等向け（同▲７．８％）、乳製

品向け（同▲４．７％）、その他（同＋９．０％）、

道外への移出（同▲７．７％）となった。

４～２月累計では、３，８９８，６０２トン（前年

比▲０．９％）と前年を下回っている。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～６か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～６か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

２月の住宅着工戸数は１，２２４戸（前年比

▲１０．５％）と６か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１１．６％）、貸家

（同＋５．７％）、給与（同＋４７５．０％）、分譲

（同▲３７．２％）となった。

４～２月累計では、２７，０８５戸（前年比

▲８．５％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１８．６％）、貸家（同▲１．８％）、

給与（同▲２１．８％）、分譲（同▲２．４％）と

なった。

２月の民間非居住用建築物着工床面積は、

６８，４１９㎡（前年比▲４８．０％）と２か月ぶりに

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲６６．３％）、非製造業（同▲４４．４％）であっ

た。

４～２月累計では、１，２８２，６２９㎡（前年比

▲１８．４％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲２３．５％）、非製造業（同

▲１７．９％）となった。

３月の公共工事請負金額は１，１９１億円（前

年比▲１．６％）と６か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、市町村（前年比＋３．７％）、

その他（同＋３１４．６％）が前年を上回った。

国（前年比▲１．１％）、独立行政法人（同

▲１２．７％）、道（同▲４．２％）、地方公社（同

全減）が前年を下回った。

４～３月累計（２０２２年度）は、９，０７５億円

（前年比▲５．７％）と前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２３年５月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～１６か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～８か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１０か月ぶりに減少

貿易動向

（資料：函館税関）

２月の国内輸送機関利用による来道者数

は、９１５千人（前年比＋１４１．９％）と１６か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋１５０．６）、JR（同＋１７４．１％）、フェ

リー（同＋２４．６％）となった。

４～２月累計では、１０，３０２千人（同

＋７９．６％）と前年を上回っている。

２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１１８，１７３人（前年比全増）と８か月連続

で前年を上回った。

４～２月累計では、３７５，９４９人（同

＋３７５，９４３人）と前年を上回っているが、コ

ロナ禍前との比較では▲７６．２％と下回ってい

る。

２月の貿易額は、輸出が２５８億円（前年比

▲６．９％）、輸入が１，７２０億円（同＋２２．６％）

だった。

輸出は、自動車の部分品、一般機械、魚介

類・同調製品が増加したが、船舶、石油製

品、鉄鋼くずなどが減少した。

輸入は、石炭、天然ガス・製造ガス、鉄鉱

石などが増加した。

輸出は、４～２月累計では３，９３１億円（前

年比＋３０．４％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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ｏ．３２０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2023.04.20 17.52.46  Page 4 



有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～２０か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．０８倍（前年比＋０．０６ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋３．４％と２４か月連

続で前年を上回った。業種別では、宿泊業・

飲食サービス業（同＋３９．６％）、サービス業

（同＋１１．０％）、運輸業・郵便業（同＋８．１％）

などが前年を上回った。

３月の企業倒産は、件数が３３件（前年比

＋２２．２％）、負債総額が３８億円（同▲２２．１％）

だった。負債総額は２か月連続で前年を下

回った。

業種別では建設業が９件、小売業、サービ

ス・他が各７件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１９件

であった。

２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０４．４（前月比▲０．７％）となっ

た。前年比は＋３．５％と２０か月連続で前年を

上回った。

石油製品の価格は調査基準日（２月１０日）

時点で、灯油価格は前月比▲０．８％、前年同

月比＋１．０％となり、ガソリン価格は前月比

▲０．６％、前年同月比▲３．６％となった。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２３年１～３月期 実績

全産業の売上DI（１７）は４期連続で

プラス圏となった。利益DI（△３）は

マイナス圏から抜け出せず横ばい推移と

なった。業種別にみると、非製造業では

ホテル・旅館業を中心に持ち直す業種が

みられたが、製造業では利益DIが全て

の業種でマイナス圏となるなど、明暗が

分かれた。

２．２０２３年４～６月期 見通し

前期に比べ、全産業の売上DI（１４）

は３ポイント低下、利益DI（△３）は

横ばいとなった。コスト増が続くなか見

通しには慎重さが残り、業況持ち直しに

足踏みが懸念される。

項 目
２０２０年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２１年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２２年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２３年
１～３４～６

見通し

売上DI △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ １１ １３ １２ １７ １４
利益DI △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △４ △４ △３ △３ △３

定例調査
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＜図表2＞業種別の要点

要 点
（２０２３年１～３月期実績）

２０２２年
４～６

２０２２年
７～９

２０２２年
１０～１２

２０２３年

１～３

２０２３年
４～６

実績 実績 実績 実績

前回
見通し 見通し

全 産 業

売上DIは４期連続のプラス圏。利益DIはマ
イナス圏を脱せず、横ばい推移となった。

売上ＤＩ １１ １３ １２ １７ ８ １４
利益ＤＩ △４ △４ △３ △３ △７ △３

製 造 業

売上DI・利益DIともに低下した。特に
利益DIはマイナス幅が大きくなった。

売上ＤＩ ６ １ ５ ０ ４ ３
利益ＤＩ △１３ △１９ △１３ △２６ △１５ △２０

食 料 品 売上DIはプラスを維持した。利益
DIは急落し、マイナス圏となった。

売上ＤＩ ３８ ３０ ５０ ３３ ２６ ２７
利益ＤＩ １５ １１ ２１ △１３ ３ △１３

木 材 ・ 木 製 品 木製品は業況の改善がみられた
が、製材は後退した。

売上ＤＩ １７ １６ △２３ △１８ △２７ △９
利益ＤＩ １１ △１６ △２９ △３８ △４３ △１４

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼・機械は業況の改善がみられ
たが、金属は悪化がみられた。

売上ＤＩ △１７ △１９ △２２ △９ ０ △９
利益ＤＩ △３８ △３３ △２８ △１２ △８ △３０

非 製 造 業

業種によりばらつきがみられたが、
売上に比べて利益の伸びは鈍かった。

売上ＤＩ １３ １７ １６ ２５ ９ １９
利益ＤＩ ０ ２ ２ ７ △４ ４

建 設 業 引続き売上DI・利益DIともマイ
ナス圏の推移となった。

売上ＤＩ △２０ △２３ △２１ △１９ △２２ ３
利益ＤＩ △２５ △３８ △３３ △４０ △３１ △１９

卸 売 業 全業態で売上DI・利益DIともプ
ラス圏での推移が続いた。

売上ＤＩ １０ ３４ ４０ ３７ ２２ １４
利益ＤＩ ５ １７ ２７ １６ ８ ４

小 売 業 全業態で業況の持ち直しがみら
れ、利益DIはプラス圏に浮上した。

売上ＤＩ ３７ ２６ １９ ６７ ８ ３３
利益ＤＩ △１７ ９ △１１ ３３ △１７ １２

運 輸 業 旅客の業況持ち直しと、貨物の苦
戦という対照的な構図が続いた。

売上ＤＩ ２６ ４６ ３８ ２４ ２８ １９
利益ＤＩ １４ １９ １７ １９ ３ １４

ホテル・旅館業 業況の持ち直しが続き、DIは高
水準を維持した。

売上ＤＩ ８１ ７８ ８０ ８３ ６７ ６１
利益ＤＩ ７５ ８８ ８０ ８３ ６７ ６１

＜図表3＞地域別業況の推移

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

２０２２年
１～３

２０２２年
４～６

２０２２年
７～９

２０２２年
１０～１２

２０２３年

１～３

２０２３年
４～６

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績

前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ １１ １３ １２ １７ ８ １４
利益ＤＩ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △４ △４ △３ △３ △７ △３

札 幌 市
売上ＤＩ △５８ △３７ △３２ ２ △３ ４ △１１ １１ １５ １９ １８ ２１ １８
利益ＤＩ △４９ △３１ △２９ ０ △１０ △６ △２１ ０ ３ ３ ３ ７ ６

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △４３ △３７ △２１ △７ △１８ △５ △９ １７ １７ ２７ ２７ １７ ２２
利益ＤＩ △４３ △３５ △２６ △１８ △１８ △１７ △２５ △９ △５ △１ △１ △２ ０

道 南
売上ＤＩ △６３ △５６ △５２ △８ △２９ △２０ △１９ ２４ ２４ ３４ １７ １３ ３７
利益ＤＩ △５１ △５３ △５５ △１８ △３２ △３４ △４４ △５ △８ △３ △９ △２１ ３

道 北
売上ＤＩ △４６ △２７ △２５ ３ △８ ４ ８ １１ ０ ２ ８ △１３ ６
利益ＤＩ △３１ △２２ △２０ △２ △１８ △９ △３ ７ △１１ △７ △１２ △２１ △１４

道 東
売上ＤＩ △５５ △４０ △４４ △９ △１８ △３ △９ △８ ６ △１２ １１ △１７ △１０
利益ＤＩ △４５ △２９ △３１ △１１ △１６ △２７ △１９ △１５ △９ △１７ △５ △２０ △１６
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＜図表4＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械製造業

ホテル・旅館業建設業
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＜図表6＞利　益

＜図表5＞売　上
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△13

△14
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4
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12
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8

増加 39 不変 39 2
減少
2

32 36 32

50 33 17

23 36 41

24 43 33

27 26 47

43 39 18

13 55 32

53 31 16

70 27 3

43 38 19

89 5 6

40 44 16

増加 32 不変 50 1
減少
8

26 51 23

34 59 7

18 55 27

18 55 27

40 20 40

35 49 16

26 51 23

32 50 18

42 49 9

38 43 19

67 27 6

29 63 8

増加 30 不変 37 減少 33

23 28 49

30 27 43

19 24 57

27 34 39

7 19 74

33 41 26

6 48 46

36 44 20

48 37 15

38 43 19

89 5 6

38 40 22

2
増加
3 不変 51 2

減少
6

16 48 36

17 53 30

19 48 33

9 52 39

27 26 47

26 52 22

16 49 35

26 52 22

33 46 21

28 58 14

67 27 6
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2023/1～3実績（n=331） 2023/4～6見通し（n=331）

2023/1～3実績（n=329） 2023/4～6見通し（n=329）

※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。
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＜図表7＞資金繰り
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＜図表8＞短期借入金の難易感
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＜図表10＞設備投資

＜図表9＞在　庫
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

＜図表12＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）

資金需要DI 資金需要DI

資金需要DI 資金需要DI

8

7

0

0

19

7

8

7

8

21

0

11

3

11

8

3

0

13

20

12

16

2

22

5

12

13

13 不変 82 5

13 81 6

3 94 3

9 82 9

19 81

27 53 20

13 82 5

14 79 7

12 84 4

27 67 6

100

17 77 6

6 91 3

16 不変 79 5

14 80 6

6 91 3

9 82 9

16 81 3

33 54 13

16 80 4

22 72 6

6 90 4

28 66 6

10 85 5

18 76 6

13 87

3

△ 2

0

△ 5

△ 3

0

6

△ 3

△ 2

28

14

12

6

2

△ 2

7

△16

3

△14

3

△ 6

2

19

5

△ 6

11

11 不変 81 8

11 76 13

11 78 11

16 63 21

3 91 6

20 60 20

12 82 6

4 89 7

6 86 8

28 72

14 86

24 64 12

11 84 5

9 不変 84 7

10 78 12

17 73 10

5 74 21

6 91 3

7 72 21

9 85 6

1 92 7

8 86 6

22 75 3

10 85 5

6 82 12

14 83 3

2023/1～3見通し（n=331） 2023/4～6見通し（n=327）

2023/1～3見通し（n=320） 2023/4～6見通し（n=315）

増加 減少 増加 減少

増加 減少 増加 減少

定例調査

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０２３年５月号

ｏ．３２０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2023.04.07 13.12.05  Page 12 



％

0

10

20

30

40

50

60

70

80

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 23年

人手不足
諸経費の増加
人件費増加

売上不振
過当競争
原材料価格上昇

＜図表13＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（７３％） ＋０ 全産業（７３％）は高水準で横ばい推移となった。特に食料品（９３％）、
ホテル・旅館業（９４％）で高い水準となった。

�諸経費の増加（５７％） ＋６ 鉄鋼・金属製品・機械、小売業等一部の業種を除き、前回調査より上
昇した。

�人手不足（５６％） △５ 多くの業種で低下を示したが、建設業（７６％）、運輸業（７６％）、ホテ
ル・旅館業（７２％）では依然として高い水準となった。

�人件費増加（３８％） ＋３ 卸売業（４３％）で１５ポイント、運輸業（３８％）で２０ポイント上昇する一方、
小売業（４１％）で１０ポイント低下するなど、業種によって違いがみられた。

�売上不振（２９％） △３ 製造業（４２％）は全業種で上昇した。特に木材・木製品（５９％）で高水準と
なり、問題点の１位となった。一方で非製造業（２４％）は全業種で低下した。

�過当競争（１８％） ＋０ 業種によりばらつきがあるが、全産業（１８％）では横ばいとなった。

＜図表14＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第８８回定例調査（２０２３年１～３月期実績、２０２３年４～６月期見通し）
回答期間：２０２３年２月中旬～３月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
① ① ① ① ① ① ① ① ① ③ ③ ① ②
７３ ８０ ９３ ５９ ８２ ８１ ７０ ７６ ７８ ５３ ７１ ９４ ５３
（７３）（７９）（８４）（６８）（８１）（８０）（７０）（７９）（７２）（６８）（７９）（８７）（４０）

�諸経費の増加
② ② ② ③ ② ② ③ ③ ② ① ① ③ ③
５７ ５７ ７０ ５５ ４５ ６３ ５８ ５１ ５９ ６２ ８１ ６７ ４７
（５１）（５７）（６３）（４５）（５３）（６７）（４８）（３７）（４８）（７０）（５７）（５３）（４０）

�人手不足
③ ③ ③ ② ② ① ② ② ② ①
５６ ４７ ５３ ４５ ４５ ３８ ６１ ７６ ３３ ５６ ７６ ７２ ５８
（６１）（５２）（５５）（４５）（５６）（４７）（６５）（７９）（３６）（６２）（６４）（７３）（７０）

�人件費増加
③

３８ ３３ ４３ ２３ ３０ ３１ ４０ ４２ ４３ ４１ ３８ ４４ ２９
（３５）（３２）（３７）（２７）（３１）（３３）（３７）（４０）（２８）（５１）（１８）（５３）（３５）

�売上不振
① ③

２９ ４２ ２３ ５９ ４２ ５０ ２４ ２７ ２２ １８ ３８ ２８ １８
（３２）（３５）（１８）（５５）（３９）（４０）（３０）（２９）（２６）（２７）（４６）（４７）（２３）

�過当競争 １８ １５ １３ １４ １５ １９ ２０ ２４ ２９ １８ １０ ６ １３
（１８）（１２）（１３）（９）（８）（２０）（２０）（２６）（２６）（３０）（４）（７）（１２）

�設備不足 ５ １３ ２３ ９ １２ ０ ２ １ ４ ６ ０ ０ ０
（６）（１６）（２４）（２３）（１１）（－）（２）（－）（２）（５）（－）（－）（５）

	資金調達 ５ ８ ０ １４ ９ １３ ４ ３ ２ ０ ０ ６ １３
（５）（８）（８）（１４）（３）（１３）（４）（４）（－）（３）（７）（１３）（５）


販売価格低下 ５ ８ ３ １４ ６ １３ ３ １ ６ ９ ０ ０ ３
（４）（６）（３）（１４）（６）（７）（４）（４）（６）（３）（４）（－）（２）

�価格引き下げ要請 ３ ３ ３ ０ ３ ６ ３ １ １０ ０ ０ ０ ３
（５）（５）（３）（５）（６）（７）（５）（８）（１０）（－）（－）（－）（２）

�代金回収悪化 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ２ ３ ０ ０ ３
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（２）（－）（－）（－）（２）

その他 ３ ３ ０ ５ ３ ６ ３ １ ４ ６ ０ ６ ５
（２）（１）（－）（－）（－）（７）（２）（１）（２）（３）（－）（－）（７）

＜図表15＞当面する問題点（複数回答）
（n＝３３４） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３３５ １００．０％
札幌市 １１１ ３３．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７７ ２３．０
道 南 ３５ １０．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５０ １４．９ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６２ １８．５ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９５ ３３５ ４８．２％
製 造 業 １９９ １０１ ５０．８
食 料 品 ６８ ３０ ４４．１
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２２ ６６．７
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３３ ５５．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ １６ ４２．１
非 製 造 業 ４９６ ２３４ ４７．２
建 設 業 １３９ ７２ ５１．８
卸 売 業 １００ ５１ ５１．０
小 売 業 ９３ ３４ ３６．６
運 輸 業 ５０ ２１ ４２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １８ ５４．５
その他の非製造業 ８１ ３８ ４６．９

業種別回答状況
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今回の調査は、売上の持ち直しが続く一方で、原材料価格の上昇等によるコストの増加が

道内企業の重石になっている現状を示しました。企業から寄せられた生の声においても「コ

ロナ禍」を理由とした「売上低迷」は聞かれず、「コスト高」による「利益圧迫」が大勢を

占めるようになりました。また、道内需要の復調から、人手不足が強く意識されている様子

もうかがえました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜飲料品製造業＞ 燃油と原材料の高騰が利

益減少の原因となっている。４月より電気代

がかなり上がるので、さらに利益は減少する

見込みである。（道央）

＜水産加工業＞ 業界としての問題点は、原

材料である水産資源の水揚げ量減少と、価格

が上昇傾向にある点である。今後は閑散期

（原魚の水揚げがない１月～３月頃）にも安

定的な利益が出せる仕組みづくりを進めてい

く。（道東）

＜食料品製造業＞ 売上は何とか前年を上

回っているが、コロナ禍前には至っていな

い。利益は仕入価格の値上がり分を価格に転

嫁していない状況であり、粗利益の減少が続

いている。加えて光熱費の値上がり等もあ

り、利益確保が厳しい状況にある。今後は商

品の値上げを視野に原材料の価格精査を進

め、適正価格での販売を検証し実施してい

く。（道南）

＜製材業＞ 業界としては、木造物件の不振

が続くなか、RC造（大型）物件は今年も好

調のようだ。コロナ禍での木造物件の大幅な

値上げを受け、RC造やS造との価格差が小さ

くなっている。戸建ては売れないが、賃貸物

件などに好調の兆しが見える。（道央）

＜製材業＞ 人手不足を補うため、小さなと

ころでも生産ラインの改善をしたいと考えて

いる。付加価値を高めるため、生産品の加工

を増やしていきたい。（道北）

＜製材業＞ 住宅着工の減少により、製材の

流通量が極端に減っている。生産過剰になら

ないよう、管理体制を厳格化していく方針で

ある。（道東）

＜金属製品製造業＞ コロナ下では赤字決算

が許された風潮があるが、コロナ禍が落ち着

きつつあるなか、今後の赤字は厳しい評価を

受ける可能性がある。当社業績は良化方向に

あるが、しばらくは資金繰りに注力したい。

（札幌）

＜金属製品製造業＞ 当社業界の売上や利益

は、道内外の経済動向に大きく左右される。

業界全体の受注量が少なければ、仕事の取り

合いとなり利益が少ない案件が多くなる。コ

ロナ前のように仕事が多ければ経営は多少楽

になるが、このまま少ない状況が続けば、少

しでも利益を確保できるよう製品のさらなる

経営のポイント

コスト高と人手不足への対応に苦心
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

値上げや異業種からの受注などを進める必要

性が出てくる。（札幌）

＜鉄骨製造業＞ 昨年から受注量は確保でき

ているが、地場の十勝管内案件が少ない。特

に酪農・畜産関係が非常に厳しく、牛舎・育

成舎等の新規案件が全くない。同様に畑作関

連施設も様子見が続いており、新規案件が無

い。今後の推進策としては、都市圏の大手同

業で消化しきれない物件を紹介してもらうこ

とを考えている。一方で商社を介して関東周

辺の物件も調査し、価格水準が高いがやり手

のいない高難易度の物件を狙っていく。十勝

管内の景況が回復基調にならない限り、地元

での案件獲得は難しいだろう。（道東）

＜印刷業＞ 印刷業界は１９９０年代には全国出

荷額が９兆円に近い水準であったが、この２０

数年を経て４兆円台まで低下している。そう

した状況下で印刷各社は、自社の事業ドメイ

ンを変えて、生き残り策を講じている。弊社

は主体事業であるブロック印刷において、従

来の事業領域よりさらに上流工程の事業化を

目指し、取組み強化中である。（札幌）

＜印刷業＞ 役所関係の仕事ほど値上げの価

格転嫁が難航している。今後は、顧客の拡大

と安定した売上確保、および社内の技術力向

上と人材の確保による業務の内製化を進め、

外注費の抑制を図っていく。（札幌）

＜建設業＞ 最近の業界動向は、管内での主

要事業（高規格道路）の完了に伴い、事業量

が大幅に減少し、元請工事の受注不振、競争

激化している。対応として下請け工事に注力

しているが、競争の激化により利益率が低下

している。特に民間工事でいえることだが、

建設資材の価格上昇のスピードが速く、契約

時の金額では間に合わないケースがある。今

後は競争力強化と営業範囲の拡大が必要にな

ると考えている。（道南）

＜建設業＞ 次年度の公共工事予算執行は前

年度以上を想定しており、受注機会は増加す

ると思われる。地元役所建設工事も受注して

おり、今年度の工事受注も相応にある見込み

だが、人員・人材不足が懸念される。中途採

用・人材派遣などにより補填する予定である

が、都市部以外の人材確保は厳しい状況が続

いている。（道北）

＜建設業＞ 自社業績は比較的堅調に推移し

ている。一方で受注拡大に伴う人員確保、特

に現場業務での人員確保が急務と感じてい

る。（札幌）

＜鉄筋工事業＞ 業界では、各高炉メーカー

のカーボンニュートラル対策により、鋼材や

副資材価格が高騰しており、その影響が計り

知れない。当社においても仕入価格上昇によ

る利益率の低下は顕著で、今後は価格転嫁に

注力する方針である。（道央）

＜住宅建築業＞ 物価・光熱費の高騰を踏ま

えると、今後さらに住宅を建てたいという意

欲が低下し、売上が減少することが予想され

る。光熱費を抑えられる住宅の宣伝を強化す

ることで、売上の向上につなげる必要があ

る。（道央）

経営のポイント
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６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

＜工業用品卸売業＞ 弊社は卸売業だが、仕

入先から値上げ要請が来ており、販売価格へ

の転嫁をどの程度できるかが業績を大きく左

右する。現時点ではかなり転嫁は出来ている

が、今後さらに値上げ品目の拡大や、再値上

げの要請が来る見込みである。今後も販売価

格への転嫁が重要事項となる。また、燃料も

高騰しており、輸送コストの上昇も懸念材料

である。そのほか、値上げ前に多めに在庫を

確保したり、輸送については傭車の一部を内

製化するなど対応している。（札幌）

＜塗料卸売業＞ インボイス制度対応のため

のシステム導入や、塗料調色加工用機械及び

同OSの更新等で大幅に経費が増加してい

る。原価高騰により販売単価は上昇するが、

競合他社とのシェアの取り合いで利益率２～

４％の下落が見込まれる。運賃徴収率を上げ

ることで経費負担の軽減を推進したい。（札

幌）

＜食料品卸売業＞ コロナ禍で落ち込んだ業

務用店向けの売上は、ほぼコロナ前に回復し

ている。一方で商品の値上がりによる販売数

量の減少や、諸経費の高騰により、全体とし

て利益の確保が厳しくなっている。今後の推

進策は、諸経費高騰分の販売価格への転嫁推

進と、物流の２０２４年問題への対応策の検討で

ある。（道北）

＜包装用品卸売業＞ 足元では仕入価格の上

昇は続いているが、価格転嫁を進めているた

め、売上自体は増加している。但し、現在の

売上の中には今後の値上がりを意識した前倒

し的なものも含まれており、先々の売上面で

はマイナスとなる懸念を持っている。（札幌）

＜食品スーパー＞ ここ１年ほど、来店客数

の減少、購入点数の増加、点単価の上昇が続

いている。商品の値上がりに対応するため、

来店頻度を少なくする傾向が表れているが、

食品等商品の消費を減らすわけにはいかず、

頻度が少なくなった分、購入点数が増える傾

向にあるものと分析している。お客さま側に

「ある程度の値上がりはしょうがない」とい

う受け入れ姿勢も見えるが、ほどなく、「同

じ価格であればよりよいものを」という目線

となっていくものと思われ、今まで以上に仕

入力、商品陳列など食品スーパーの基本が問

われるものと予想している。（札幌）

＜燃料小売業＞ 業界内の競争激化により、

設備投資の肥大化が課題となっている。投資

内容の精査と選択を行う環境づくりと、売上

至上の考え方を転換する必要がある。（札幌）

＜食品スーパー＞ 仕入原価の上昇に伴う販

売価格の上昇で売上高はある程度増加すると

見込んでいる。しかし電気料金の高騰で経常

利益の確保は厳しくなっている。（道南）

＜運輸業＞ 人員確保に苦慮しており、採用

活動がうまくいっていない。特にこの一年

は、ハローワークに乗務員の求人を出して

も、問い合わせすらない状況が続いている。

（道央）

＜運輸業＞ 公共事業や農業関連資材の荷動

きが鈍化している。荷主拡大と運賃値上げ交

経営のポイント
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９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業渉、諸経費の節約を中心に推進していく。（道

東）

＜運輸業＞ 恒常的な燃料価格高騰や、４月

からの時間外手当の割増に伴う人件費の増加

などが利益を圧迫している。対応策として運

賃の値上げ交渉を徹底して進めている。（道

央）

＜ビジネスホテル＞ 観光支援策や全国旅行

支援もあり、業績は順調に伸びている。しか

し、お客様が特典やサービスに慣れている状

況を考えると、各支援策終了による反動減が

どの程度表れるか予想しづらい状況である。

（札幌）

＜観光ホテル＞ 行動制限がなくなり、昨年

１０月の水際対策緩和以降、海外からの観光客

も戻ってきている。今後の方針としては、高

付加価値化とレベニューマネジメントを推進

しコスト高に対応するとともに、周遊型観光

から滞在型観光への移行を進めることで人手

不足にも対応していきたい。（道央）

＜観光ホテル＞ 売上は戻ってきているが、

従来のような利益が出ない。要因は電気料や

ガス料金の半端でない値上がりと食材価格の

高騰で、人件費も人手不足のなかで上がって

いる。（道南）

＜観光ホテル＞ 今春５％程度のベースアッ

プ実施を予定している。主に中途退職者の発

生防止が実施の理由である。諸物価高騰によ

り経営環境は厳しいが、事業拡大を目指し人

材確保は必要と考えている。（道東）

＜病院＞ 院内でクラスターが発生したが、

診療費の加算があり収入はプラスになってい

る。新型コロナウイルス感染症が５類に移行

した後の対応が読めない。（札幌）

＜自動車整備業＞ 今のところ経営的には問

題ないが、日本人の従業員の雇用が非常に困

難になっている。当面はベトナム及びインド

ネシア実習生で凌ぐが、先行きは非常に不安

がある。（道北）

＜広告業＞ 当社の売上、利益は横ばいだ

が、エネルギーコストの上昇による影響が少

しずつ表れてきた。業界としては大手企業が

地場の企業へのアプローチも行い、限られた

パイを奪い合っている状況である。今後は補

助金等を活用し、新規事業立ち上げと雇用を

具体的に検討していく予定。（札幌）

＜建設コンサルタント＞ 売上・利益などは

比較的落ち着いている。人員に過剰感がある

半面、若手・中堅層が不足しているので、う

まく調整していかなければ技術力の低下を招

くと考えている。業界として経験者が少な

く、中堅層の人材確保が難しくなってきてい

ると感じる。また、諸外国との金利差等の影

響から、為替等マーケットの変動が大きく

なってきており、注視する必要がある。（札

幌）
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２３年５月号

図１ 北見工業大学の学部・大学院教育カリキュラム

１．はじめに

北見工業大学は北海道北東部に位置する数少ない高等教育機関・研究機関として、教育・研究

に加え地域への貢献に大きな価値を置いている。本稿では先ず北見工業大学について概説する。

その後、一般に社会で捉えられている以上に広範に及ぶ大学の社会貢献活動について、関連する

学内・外の体制をはじめ北見工業大学が取り組む地域貢献活動を解説する。

２．自然と調和するテクノロジーの発展を目指す北見工業大学

北見工業大学は、北海道北東部・オホーツク地域の中核都市である北見市に位置する。オホー

ツク地域は、北見市をはじめとする１８市町村から構成され、第１次産業を主産業とする人口２７万

人の地域である。オホーツク地域の冬は北海道の中でも特に寒く、オホーツク海沿岸には流氷も

着岸する。また、知床世界自然遺産をはじめ、大雪山国立公園や阿寒摩周国立公園など、五つの

国立・国定公園に囲まれた自然環境豊かな地域でもある。

北見工業大学は１９６０年に北見工業短期大学として設立された６０年あまりの若い大学である。

１９９７年には大学院博士後期課程までの一貫した教育体制が整えられた。現在では、地球環境工学

科、地域未来デザイン工学科の２学科に８つの工学の専門領域のコースから成る工学部、工学専

攻・５つの専門プログラムで構成される大学院博士前期課程、そして２０２３年４月から共創工学専

攻として改組がなされた後期課程の構成となっている（図１）。研究者数は約１３５人、学部・大学

院をあわせて学生数は約２，０００人の大学である。

地域に生きる北見工業大学が取り組む社会貢献活動
国立大学法人北海道国立大学機構 北見工業大学 社会連携推進センター

教授 内島 典子
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名 称 概 要

研
究
推
進
セ
ン
タ
ー

地域循環共生研究推進センター 持続可能な
社会へ

立地環境を活かし、１）天然表層型メタンハイドレート生成
環境・機構、物理化学的特性の解明、２）地球規模の気候・
環境変動に関する調査・分析を推進

冬季スポーツ科学研究推進センター 寒冷域での
QOL向上

積雪寒冷地の特徴を活かし、地域と密着し工学的視点から世
界的に前例のない組織として冬季スポーツの研究を推進

オホーツク農林水産工学連携研究推進センター 第１次産業
への貢献

大学が持つ高度な技術をオホーツク地域の特色ある第１次産
業に展開し、農・林・水産の分野を越えたユニークな工学的
支援を推進

地域と歩む防災研究センター 地域の
安全・安心

立地環境を活かし河川工学・橋梁工学・地盤工学の境界領域
が関与する橋梁被害、堤防被害、農地被害に焦点をあてた研
究を推進

研
究
ユ
ニ
ッ
ト

特異な自然景観の発掘・予測研究ユニット 稀有な
観光資源

北海道オホーツク地域特有の自然現象が作り出す景観に着目
し、これら自然現象を観光資源として発掘・ブランド化する
自然現象発生予測技術の開発を推進

近未来保健情報技術特区開拓ユニット 地域医療
健康増進

北海道地方都市における医療水準の維持と、世界の医療水準
の向上への貢献を目指し、医療用情報技術の技術革新と新規
産業化をもたらす研究を推進

表１ 地域の特色を色濃く反映した北見工業大学の４研究推進センター・２研究ユニット

北見工業大学は、「自然と調和するテクノロジーの発展を目指して」をブランドメッセージと

して掲げ、重点研究分野として８つの分野を設定している。エネルギー工学、地球環境工学、寒

冷地域防災工学、冬季スポーツ工学、工農連携、医工連携、先端材料工学、機械知能情報工学で

ある。そして、特に地域の特色を色濃く反映する研究を推進する研究推進センターを４つ設置し

ている。地域循環共生研究推進センター（環境・エネルギー研究推進センターから２０２３年４月に

改組）、冬季スポーツ科学研究推進センター、オホーツク農林水産工学連携研究推進センター、

そして、地域と歩む防災研究センターである（表１）。各センターには２０人から３０人の研究者が

参画している。研究者は自身の専門分野を通じた各センターでの研究活動はもちろんのこと、セ

ンター内での分野融合型の研究活動を推し進めている。さらに、重点研究及び萌芽的研究等の特

色ある研究の一層の活性化に向け、プロジェクト研究推進センターとして、「特異な自然景観の

発掘・予測研究ユニット」と「近未来保健情報技術特区開拓ユニット」の研究ユニットを設置し

ている（表１）。

３．北見工業大学が取り組む社会貢献活動

社会連携推進センター

北見工業大学は、従来から学外の皆さまと種々の形態で連携し、「社会貢献・地域貢献」「共同

研究推進・研究支援」の機能強化を目的とし、産学官連携活動を推進している。地域との共同研

究推進と地域連携・社会貢献を主な目的とし、１９９４年には本学に地域共同研究センター（現、社

会連携推進センター）が設置された。社会連携推進センターは、北見工業大学の産学官連携活動

を推進するセンターである。大学が持つ「研究」機能を社会のために活用すべく、研究者個々の

シーズと社会のニーズとのマッチングを図る窓口・コーディネート業務を行っている。その他、

種々の社会貢献・地域貢献に関する窓口として、技術広報や地域に生きる人材の育成、起業や新

規事業の支援を行っている。社会連携推進センターは、北見工業大学における教育・研究をベー

スとする社会貢献を支援・担当する部署として、さらには社会・地域と大学を繋ぐ実働部隊とし

て重要な役割を果たすようになっている。
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図２ 北見工業大学の共同研究における（a）地域別および（b）研究分野別割合

（２０１２～２０２１年度、１０年間の総件数１，０１３件）

図３ 北見工業大学の共同研究総件数における寒冷地研究の分布

（２０１２～２０２０年度、９年間の総件数８８４件）

共同研究の推進

北見工業大学では、広く学外の方々との共同研究を実施している。研究者一人当たりの共同研

究件数は全国の大学の中でも常に上位に位置している。近年では、年間１２０件ほどの共同研究を

行っており、研究者一人当たりの共同研究は０．９件となっている。共同研究の約５割が、北海道

外のパートナーとの共同研究である（図２）。また約２割がオホーツク地域以外の北海道内パー

トナーとの共同研究である（図２）。研究分野は、「社会基盤」および「環境」分野が全体の約半

数を占める（図２）。共同研究の約３割を占めるオホーツク地域のパートナーの大半は自治体で

あり、管轄する河川や上下水道の水質調査・分析、廃棄物処理、環境モニタリングなど、「環

境」に関連する研究が中心となっている。また、「寒冷地域」に関連する「寒」「冷」「雪」「氷」

「凍」「低温」などをキーワードとする共同研究は全体の３割を占める（図３）。そのうち６割以

上を社会基盤関連の研究が占め、次いで多いのが環境関連の研究となっている（図３）。それら

共同研究のパートナーは、北海道だけではなく全国に亘っている。寒冷地域に関連する研究の推

進は、北見工業大学がその特色を有効に活かし取り組む貴重な研究活動となっている。
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スタートアップ支援

北見工業大学は、大学発ベンチャー・スタートアップ活動の一環として、北海道大学が主幹機

関を務める研究成果展開事業大学発新産業創出プログラム（START）大学・エコシステム推進

型スタートアップ・エコシステム形成事業「北海道未来創造スタートアップ育成相互支援ネット

ワーク（Hokkaido Startup Future Creation development by mutual support networks、以下HSFC）」

の共同機関として参画している。本事業は２０２２年から２０２８年までの６年間の事業である。大学等

から生まれる優れた技術シーズの実用化やアントレプレナーシップを有する人材の育成を支援

し、コロナ後の社会変革や社会課題解決に繋がる社会的インパクトの大きいスタートアップが持

続的に創出される体制を構築することを目的としている。HSFCには、学術機関として北見工業

大学をはじめ、北海道内の１５大学と４高専が参画している。HSFCは、１）企業活動支援のプロ

グラムの運営、２）アントレプレナーシップ人材育成プログラムの開発・運営等、３）企業環境

の整備、４）拠点都市のエコシステムの形成・発展、の４つの活動を推進している。北見工業大

学では、社会連携推進センターが中心となり活動を行っている。北見工業大学の持つ事業シーズ

の探索、事業化に向けたビジネスプランのブラッシュアップや、オホーツク地域で起業を目指す

人材への支援プログラムの構築に取り組んでいる。取り組みの一つとして、北見工業大学の学生

を主な対象とし、オホーツク地域で実際に起業している事業者やスタートアップ支援を行ってい

る機関から講師を招き、「大学発ベンチャー・アントレプレナーシップセミナー」を３回実施し

ている。また、北見市が２０２２年１０月より取り組む「北見未来創発プロジェクト」事業にもサポー

ト機関として参画している。本事業では、毎月、ピッチイベントを開催している。事業者と事業

者のマッチングや、事業者と協力者のマッチングを生みだすことで、「自社課題解決」や「地域

課題解決」などに生かせる「第２創業・新事業展開」を軸とした地域に根ざした新しいビジネス

を創出させ、地域の活性化を目指している。

地域課題解決プロジェクト

「チャレンジフィールド北海道」は、２０２０年度に経済産業省の「産学融合拠点創出事業」に採

択されスタートした事業である。「産学融合拠点創出事業」とは、産業界を含むマルチステークホ

ルダーと学術機関との連携・融合を通じた新たな価値の創造と大学を起点とするオープンイノ

ベーションの拡大を目指し、産学融合の先導的取組とモデル拠点構築を行うものである。チャレ

ンジフィールド北海道には、北見工業大学をはじめとし、道内８つの大学・国研を中心に、各地

の自治体、公設試験研究機関、金融機関等の２５機関が参画している。北海道の豊かな食・エネル

ギー資源、冷涼な気候、リスク分散適地という特性を活かし、技術融合・資源循環によるイノ

ベーションを創出し、社会課題の解決や事業機会の拡大により、豊かさを実感できる社会の構築

にチャレンジしている。チャレンジフィールド北海道では、５つの重要課題（マテリアリティ）

を設定し、それに基づく１５の推進計画の取り組みを進めている。重要課題は、１）農林水産業や

ものづくり産業の生産性・競争力の向上、２）地域社会のスマート化・再生可能エネルギーの活

用、３）環境との両立による持続的な食料供給、４）宇宙、農業、デジタルバイオなどの成長産

業化・スタートアップの創出、５）健康で社会参加できる共生のまちづくり、の５つである。そ

のうち、北見工業大学は１）農林水産業やものづくり産業の生産性・競争力の向上、と、３）環
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図４ 北見工業大学の広範囲な教育・研究・社会貢献活動の連携体制

境との両立による持続的な食料供給、においてそれぞれのプロジェクトに参画している。

産・学・官との連携構築

北見工業大学は、オホーツク地域をはじめ、北海道そして全国に及ぶ連携体制を構築している

（図４１））。教育の質向上や研究力向上、そして、社会貢献活動の強化・拡大に向けた産業界や学

術機関、国・地方自治体との連携活動を推進している。オホーツク地域では、地域自治体をはじ

め、第１次産業関連組合との包括連携協定を締結するなど、地域社会の発展に向けて、教育・研

究活動を共に推し進める連携関係を構築している。

産学官連携推進員・推進協力員制度

北見工業大学は、自治体との連携活動の強化・推進と、地域の産業振興、将来に向けたそれら

活動の基盤強化の活動として、２００２年度に産学官連携推進員制度を設けている。この制度は、北

見市およびオホーツク総合振興局管内（当時、網走支庁管内）における公的試験研究機関に、北

見工業大学社会連携推進センター（当時、地域共同研究センター）の産学官連携推進員として委

嘱を行い、定期的な会合を通じて情報の共有化を行うためのものである。この制度により、北見

市や公的試験研究機関が有する地元企業の情報と大学が有する技術の情報が共有され、コンソー

シアムによる共同研究や技術開発が行われるなど産学官連携活動に新たな展開が生まれてくるよ

うになった。２００３年度には、構成機関を北見市近隣の半径１００kmにおよぶオホーツク総合振興局

管内の自治体に拡大させ、現在では、管内全１８市町村を含む連携体制を構築している（表２）。

推進員・推進協力員は、「学」と「官」との信頼関係構築の担い手、敷居が高いという印象をも

たれる「学」に対する気の置けないパイプ役として機能している。産学官の間の双方向の情報の
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推進員・協力員体制 機 関 情報交換に臨む立場・役割

推 進 員

（独）中小企業基盤整備機構北海道本部（北見オフィス）

北見商工会議所（オホーツク産学官融合センター）

北見市を中心とする地域の産業振興

推 進 協 力 員

国 ・ 自 治 体

国土交通省北海道開発局網走開発建設部、北見市、網走市、紋別

市、置戸町、訓子府町、佐呂間町、津別町、美幌町、大空町、遠

軽町、斜里町、小清水町、湧別町、興部町、雄武町、滝上町、清

里町、西興部村

オホーツク総合振興局管内の市町村の

地域振興

学 術 機 関 帯広畜産大学、東京農業大学、日本赤十字北海道看護大学 地域への「知」の還元

金 融 機 関

北洋銀行北見中央支店、北海道銀行、北見信用金庫、網走信用金

庫、遠軽信用金庫、日本政策金融公庫北見支店・旭川支店

地域のリレーションシップバンキング

投融資

産 業 界 北海道新聞社北見支社、網走測量設計協会

オホーツク総合振興局管内の

メディア・産業振興

支 援 機 関

（地独）北海道立総合研究機構、（公財）北海道科学技術総合振興

センター、（公財）オホーツク地域振興機構北海道立オホーツク

圏地域食品加工技術センター、（一社）北見工業技術センター運

営協会

地域課題に関する試験・研究

産学官連携支援

表２ 北見工業大学社会連携推進センター産学官連携推進員・推進協力員体制

流れにより、各市町村が抱える課題や総合振興局単位での大きな課題などの共通認識を持ち、そ

れら課題解決に向けた産学官連携を活用した取り組みを推進している。本体制を活用する意欲の

底上げや、地域活性化・地域産業振興に向けた産学官連携の価値を再認識する場として、年に１

回推進員・推進協力員が一堂に会する合同会議を実施している。

自治体との連携活動

北見工業大学と北見市は、２０１５年６月に包括的連携に関する協定を締結した。地方創生や人口

減少問題など、新たな地域の課題に対応した地域づくりを進めることを目的としている。協定締

結以前から様々な場面で連携した取り組みをより密接に協力し、またそれぞれが持つ資源を地域

活性化に活かす連携活動を進めている。北見工業大学は、理科興味増進に向けた初等教育や地域

に活きる人材の育成、地域資源を活用した研究や地域の環境保全に向けた研究活動、そして行政

に至るまで広範囲な連携活動を行っている。行政では、各種審議会や委員会の委員としての活

動、地域振興に係る政策提言に至るまで、その役割は多岐にわたる。北見市は、産学官連携を通

じた地域経済の発展を目的とした北見市産学官連携推進協議会を２００４年度に設置した。北見地域

における産・学・官の連携による新産業の創出や産業クラスターの構築・発展を促進するための

産学官連携支援機関である。北見工業大学は本協議会に参画し、社会連携推進センターを中心に

協議会活動を推進している。協議会では、地場企業の販路拡大や地域の連携や起業家育成に関連

するセミナーや研修会等の開催、様々な業種の方々が集まる交流会の主催や開催を支援してい

る。また、地元企業と大学機関等との共同研究を促進するための取り組みも行われている。２０１５

年からは、地域資源を活用した研究や、地域への還元が期待される研究への支援が毎年行われて

いる。この支援により、北見工業大学では、２０２２年度までに７件の研究を行っている（表３）。
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年度 研究テーマ・研究者

２０２２
「オホーツク産和種ハッカの潜在的認知症予防効果」
助教・小針良仁（地球環境工学科）

２０２１
「北見市におけるバスロケーションの事業導入に向けたシステム開発研究」
教授・升井洋志（情報処理センター長）

２０２０
「北見市におけるバスロケーションシステムの導入実証実験」
教授・升井洋志（情報処理センター長）

２０１９
「環境精密制御によるオホーツク産ハーブの高機能化」
教授・村田美樹（オホーツク農林水産工学連携研究推進センター長）

２０１８
「カーリング情報学再び～市民リーグ戦試合情報の収集と分析」
教授・桝井文人（冬季スポーツ科学研究推進センター長）

２０１７
「エゾシカ肉及びオホーツク牛肉のブランド価値向上のための研究」
准教授・武山真弓（地球環境工学科）［現・教授］

２０１６
「再生可能エネルギーを利用した寒冷地域適応型植物工場に対する、効率的養液使用法の構築」
助教・小俣雅嗣（バイオ環境化学科）

表３ 北見市産学官連携推進協議会支援対象研究テーマ（２０１６～２０２２年度）

２０２１年１２月には、北見工業大学は北見市の隣町である美幌町との包括的連携協定を締結した。

協定では、１）地域づくり・まちづくりの推進、２）学術振興、教育及び人材の育成、３）産業

振興、観光振興など地域経済の発展、４）公共交通及び防災対策の推進等について連携協力する

こととしている。美幌町の課題解決や新たな事業立ち上げによる地域振興および北見工業大学の

研究力向上に向けた研究の取り組みを進めている。連携活動の拡大・強化に向けた連携探索会議

を定期開催し、情報共有及び取り組む活動についての企画・運営を行っている。生活の質

（QOL）向上に向けたまちづくり研究など、美幌町行政との連携強化も推し進めている。

４．国立大学法人北海道国立大学機構発足

２０２２年４月、北見工業大学は、小樽商科大学、帯広畜産大学と経営統合した。これにより「国

立大学法人」北見工業大学は、新たに、「国立大学法人北海道国立大学機構」北見工業大学と

なった。北海道国立大学機構は、北海道経済・産業の発展と国際社会の繁栄、そして持続可能な

社会の実現に貢献することを目的としている。三大学がそれぞれに取り組む教育・研究をさらに

強化・発展させながら、三大学の経営統合により可能となる新たな教育・研究を生み出すこと

で、北海道の「実学の知の拠点」となることを目指している。北海道国立大学機構では、三大学

が組織や学問分野を超え、分野融合的な学術的価値を社会に発信する教育・研究の拠点として、

「教育イノベーションセンター」、「オープンイノベーションセンター」を設置している。

「教育イノベーションセンター」は、商・農・工連携による分野融合的な教育の提供および人

材育成を実現する教育拠点である。グローバル化、Society５．０、SDGs等の社会の変化に柔軟に適

応し、社会の各分野でリーダーとして活躍できる人材を育成することを目的としている。北海道

産業・経済が抱える様々な課題・ニーズに対して、学部教育、大学院教育、社会人教育それぞれ
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において分野融合による課題解決型人材の育成・輩出に取り組んでいる。三大学学生対象の正課

教育から、社会人向けリカレント教育まで、幅広い分野融合的な教育プログラムを開発・提供し

ている。さらに、遠隔教育手法として、教員と学生間、学生同士のコミュニケーションを向上さ

せるオンライングループワークシステムの開発や、オンデマンド配信システムの開発・支援にも

取り組んでいる。２０２２年度の学部生向け教育としては、計３１の教養教育・リベラルアーツ科目を

相互提供・共同運用した。北見工業大学からは、「数理データサイエンス概論」や「プログラミ

ング入門」等の、数理的思考、データ分析・活用能力を習得する導入教育を実施している。

「オープンイノベーションセンター」には、帯広畜産大学の「Agriculture（農学）」、小樽商科

大学の「Commerce（商学）」、そして北見工業大学の「Engineering（工学）」から、愛称ACE

（エース）が付けられている。ACEは、三大学の互いの強みを連携して行う商農工分野融合研究

を企画・推進し、「知の社会実装」の実現を目指す研究拠点である。北見工業大学には、ACEの

担当部署が設けられている。ACEは、「知の社会実装」の実現に向け、産学官金連携活動を強

化・推進している。北海道地域が抱える課題に対して生産者から大学・企業等までが一体となっ

て共同研究を行える体制を構築し、第１次産業に代表される北海道の主要産業の活性化に資する

研究や、地域から要望の高い、「AI/IoTスマート農畜産業」、「防災」、「観光」などの研究を重点

的に推進している。三大学の研究者による分野融合型共同研究もスタートしている。ACEでは、

地域の課題を拾い上げる産学官金連携プラットフォーム等の体制を整えながら、ACEが中核と

なった研究プロジェクトに取り組み始めている。さらに、研究データ管理基盤（GakuNin

RDM２））や超高速学術情報ネットワーク（SINET３））などの国のICT基盤を活かした三大学情報共

有システムを構築し、研究力向上と技術の社会実装に向けた活用・発信に取り組んでいる。

５．おわりに：地域に生きる北見工業大学

地域連携・社会貢献は北見工業大学の重要な役割である。北海道北東部の数少ない大学とし

て、北見市をはじめ、近隣自治体から大きな期待が寄せられている。第１次産業への工学の適用

や１次産品加工産業への工学的貢献など、地域課題解決に対する工科系大学としての役割は大き

い。さらに、地域振興を目指した各種イベントの企画・協力とそれらへの参画、各自治体におけ

る各種審議会や委員会の委員としての活動、地域振興に係る政策提言に至るまで、大学が持つ機

能を発揮する範囲は多岐にわたる。北見工業大学は、高い地域貢献意識を持つ教職員、活力と柔

軟性を持つ若い学生を擁する機関として、それらの要求に応え工学分野に限らず様々な地域貢献

に向け、地域に生きる大学として大学の機能強化を推し進めていく。

１）北見工業大学社会連携推進センター概要，北見工業大学，p５，２０２２．１２．

２）GakuNin RDM（research data management）：個人の研究者や研究者グループが研究プロジェ

クト単位で研究データを管理できるツール

３）SINET（Science Information NETwork）：国立情報学研究所（NII）が構築、運用している大

学、研究機関等に対して先進的な超高速学術情報ネットワーク
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（要約）

○ロシアによるウクライナ侵攻が続く一方、現地の復興計画が徐々に具体化。

○EUは脱ロシアのエネルギー政策により、気候変動への対応を加速。

○欧州企業はEV・半導体などの製造を中心に、サプライチェーンを強化。

はじめに

ロシアによるウクライナ侵攻が始まって、すでに１年あまりが経過しました。ここではウクラ

イナ侵攻の影響を直接に受けている欧州の経済・ビジネスについて、考えていきたいと思いま

す。欧州はアジアや米国と比較して地理的に遠く離れていることもあり、日本にとってあまりな

じみがない、と感じる読者も多いかもしれません。しかし、ウクライナ情勢が毎日のように日本

で報道されるとともに、日本国内でも燃料費や食料品の値上がりが続き、その影響を身近に感じ

るようになってきました。

本稿では、ウクライナ情勢、気候変動を中心とした環境問題、経済安全保障の三点について、

欧州による対応を紹介していきます１。それにより、一見別々に見える三つの課題が互いに関連

していることを示していきます。さらに、経済活動のグローバル化により、これらの課題が国だ

けでなく国内の地方や都市に直接影響を与えるようになってきました。そのため対策について

も、地方や都市ごとに考える必要性が高まっています。その意味で、本論では日本企業の視点と

いう副題を示していますが、これを道内企業の視点と言い換えてもよいでしょう。

本論では、これらの課題解決のために必要なことは何か、について考えます。結論を先取りす

れば、それは民間企業が持つ最先端の技術力です。同時に、国や地方公共団体が民間企業と協力

し、その技術力を適材適所で活用した上で政策作りを行うという官民連携が改めて重要になるで

しょう。

１．ロシアのウクライナ侵攻－経済復興の議論が具体化

先ず、昨年２月２４日のロシアによる侵攻開始後に起きたことを、経済・ビジネス面に重点を置

き、改めて振り返ってみましょう。侵攻直後から欧州連合（EU）はロシアを強く非難してロシ

アの政府及び個人への経済制裁を実施し、その後もこれを段階的に強化しました。また従来から

のロシアへのエネルギー依存から脱却する姿勢を示しました。

ウクライナ侵攻から１年、欧州経済・ビジネスの課題
―日本企業の視点―

国際大学 特別招聘教授

林 秀毅

経営のアドバイス

１欧州は、欧州連合（EU）２７か国と英国・スイスなどを含みます。以下の本論では、主にEUについて記述します。
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２０２２年

２月

EU、ロシアに対する強い非難声明と経済制裁措置を公表（２４日）

ウクライナ、EU加盟申請（２８日）

３月 EU、ロシアからの脱エネルギー依存計画RePowerの方針発表（８日）

４月 EU、ウクライナからの輸入品への関税を免除する時限的措置（２７日）

５月 RePowerの詳細発表、再生可能エネルギーの比率引き上げ（１８日）

６月

フォンデアライエン欧州委員長、キーウを訪問（１１日）

EU、ウクライナをEU加盟候補国と認定（２３日）

１０月 EU、G７議長国ドイツと共に、ウクライナの復興会議を開催（２５日）

２０２３年

２月

侵攻後初となるEU－ウクライナサミットをキーウで開催（３日）

EU、ウクライナからの輸入品への関税免除などの１年延長を決定（２３日）

３月 岸田首相がウクライナを訪問し、ゼレンスキー大統領と会談（２１日）

（図表１）EUのウクライナ侵攻への対応

（出所）欧州委員会資料に基き作成
（注）本文の内容に関連する事項を掲載した。

一方、ウクライナは２月末にEU加盟申請を行い、その後６月に異例の速さで加盟候補国とし

て承認されました。この間、EUはウクライナに対する金融資金支援、ウクライナからの輸入品

に対する関税免除、ウクライナからの穀物輸出ルートの設定など、さまざまな経済支援策をウク

ライナに対し実施したのです。

しかし１０月以降、ロシアがウクライナの発電施設などに攻撃を開始しました。このことは、寒

い冬を前に、ウクライナ経済にとって大きな打撃となりました。それでもなお、EUは米国など

と協力しつつ、ウクライナに対する軍事支援の強化や復興支援の会議の開催などを行いました。

その後、ロシアは戦力をウクライナ東部に集め、事態の打開を図ろうとしました。今年４月現

在、ウクライナ側が優勢を保ちながらも、依然、戦闘はいつ終わるのか見通せない状況が続いて

います（図表１）。

一方、戦争が続く中でも、戦後の復興に向けた議論が徐々に具体化していることが重要です。

日本では、第二次世界大戦時の自らの経験から、戦争が終わって初めて復興が始まる、と考えが

ちです。しかしウクライナの場合には、戦争を行いつつ、これと並行して復興に向けた議論が行

われています。

ウクライナは現状、戦争に必要な兵器や、経済活動を維持するために必要な資金については、

欧米先進国の支援に依存しています。しかし今後の復興に向けた議論については、ウクライナ自

身が主体的に行っている点が重要です。ウクライナでは、今後復興を進めるための最重要課題と

して、第一に汚職の撲滅が挙げられています。これまで、政府や地方公共団体、裁判所で、汚職

が続いていました。そのため国民が政府を信用せず、税金を支払おうとしないという事態が生

じ、国の財政悪化につながっています。これに対し、今年３月、ゼレンスキー大統領は、自国の

進んだIT技術により政府業務の透明化を進め、汚職を撲滅する考えを示し、これを受け汚職ゼロ

を目指す枠組みが立ち上げられました。

ｏ．３２０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２７～０３３　経営のアドバイス  2023.04.17 17.01.28  Page 28 



経営のアドバイス

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０２３年５月号

さらに、汚職の撲滅は、先に述べたEU加盟問題と密接に関わっています。昨年６月、EUがウ

クライナを加盟候補国として認めた際に、現在のウクライナに民主主義は浸透しているが、汚職

を撲滅することがEU加盟を実現する上で必要であるとしているためです。

一般に、汚職の撲滅には時間がかかり、指導者が粘り強く続けることが必要です。しかし同時

に、この点は、ウクライナ経済の健全な成長のため必要なことであり、海外企業による投資を呼

び込む場合にも重要になります。そのため、汚職の撲滅はEU加盟のために必要かどうかにかか

わらず取り組むべき、重要な課題といえるでしょう。

復興のための第二の課題は、避難民の帰還と雇用です。昨年２月のウクライナ侵攻開始以降、

わずか３週間で約３百万人のウクライナ人が国外に避難し、その多くは子供を持つ女性であると

されています。それ以外に、国内で危険な地域からより安全な地域に避難したり、国内に残り志

願して従軍している市民も多くいます。

そのため、侵攻により２０２２年に３０％程度縮小したとされるウクライナ経済の規模を、海外から

の資金支援により元に戻すだけでなく、一旦職から離れた人々が、できるだけ元通りの仕事に戻

り、労働のミスマッチが起きないようにすることが重要です。

本年３月２１日、岸田首相がウクライナを訪問し、ゼレンスキー大統領と会談しました。日本が

兵器など戦争に直接協力できないことはウクライナには理解されています。この会談で、日本が

議長国として広島で開催するG７会議にゼレンスキー大統領がオンライン参加することが合意さ

れました。会議の場では、ロシアに対する強い非難と共に、上に述べた今後の復興に向けた具体

的な議論が行われることになるでしょう。

２．気候変動を中心とした環境への取り組み

次に、ロシアによるウクライナ侵攻は、EUの政策に、どのような影響を与えたのでしょう

か。以下、長年にわたりEUにとって最重要課題の一つ気候変動を中心とした環境への取り組み

について述べていきます。EUは域内における取り組みだけでなく、対外的にも国連やG７の場

で議論を主導してきました。EUで政策の立案を担当する欧州委員会の現体制がスタートした

２０１９年１２月、「欧州グリーンディール」と名付けられた環境への取り組みが優先課題として位置

付けられました。

侵攻開始から３か月足らずの昨年５月、EUはロシアへのエネルギー依存から脱却するための

政策案を公表しました２。EU全体として、天然ガスの約４割をロシアから輸入してきたという状

態を改め、ロシアがエネルギー輸出による収入を軍事費に転用することを防ぐのが目的です。さ

らにロシア経済全体がエネルギー収入に依存した体質であるため、その収入に打撃を与えるとい

う狙いがありました。

それでは、EUはロシアへの依存から脱却後、石油・天然ガスなどのエネルギー源をどのよう

に調達しようと考えたのでしょうか。第一の方策は、エネルギー調達先の多様化です。この点に

２「ウクライナ侵攻と欧州経済・ビジネス―日本企業の視点―」（拙著、ほくよう調査レポート２０２２年７月）
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（図表２）再生可能エネルギーの比率と目標

（出所）欧州委員会資料に基き作成

ついて、周辺の北欧やアフリカに加え、中近東の国々との関係を強化することが試みられまし

た。しかしEUは他の国々との関係を強化しようとする場合、経済面だけでなく政治面でも民主

主義や法の支配といった価値観の共有を目指します。しかし、中近東には昔からの王家や部族に

よる支配が続いている国が多いため、このような価値観は受け入れにくい面があります。

また、経済面でみても、調達先をロシア以外の国々に多様化すると、他の国々のエネルギー源

に対し価格上昇圧力が強まることになってしまいます。これはロシアがEU以外に販売先を見つ

け、かえって高い価格で販売しやすくなることになります。

そこで第二の方策として、他国のエネルギー源に依存せず、風力・洋上・バイオマスなど、再

生可能エネルギーの比重を高めることが重要になります。EUでは、従来から再生可能エネル

ギーの活用拡大を目指し、目標を設定してきました。EUによれば、２０２１年、エネルギー消費全

体に占める再生可能エネルギーの割合は２１．８％です。EUは従来から、この割合について２０３０年

時点の目標値を設定し、それを徐々に引き上げてきました（図表２）。この点、直近では２０２１年

以降４０％とされていた目標が、２０２２年５月、先述したロシアへのエネルギー依存からの脱却を決

定した際に、４５％まで引き上げられました。

つまり、EUは２０３０年までに、エネルギー消費全体の半分近くを再生可能エネルギーでまかな

うことを目指しています。EUの気候変動への取り組みは、ウクライナ侵攻によって促進された

といえます。以上の目標設定に対し、次に、どのような具体的な方策が採られているかという点

が問題になります。ここでのポイントは、効率の良い再生可能エネルギーを供給するために必要

となる最先端の技術力です。
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特に再生可能エネルギーは、風力・洋上・バイオマスなどの各分野で、地理、気候、材料の調

達などの条件に左右されやすい面があります。そのため、大企業や大学の研究機関などにとどま

らず、各地の特徴を理解した中小企業やスタートアップなどによる小回りの利く技術開発が期待

されます。

最後に、以上のような欧州の取り組みは、日本とも直接関わっています。

本年３月１日、環境省などの主催により、「脱炭素都市国際フォーラム２０２３」が開催されまし

た。この背景は、温室効果ガスの排出量、エネルギー需要の大半を都市が占めていることだけで

はありません。国レベルの排出量削減目標に基き、地方や都市が目標達成をどのように行うべき

か、それぞれに適した方策を考えたうえで、互いに情報共有すべき段階に入ったといえるでしょ

う。当日は、地方の中核都市と政府の関係を考える同一のセッションで、駐日欧州連合代表部大

使と札幌市長による講演が行われました３。

さらに４月１５日・１６日には、G７札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合が開催され、再生可

能エネルギーの重要性が改めて確認されました。そこで日本が提起した、クリーンエネルギー中

心の社会に移行するためのグリーントランスフォーメーション（GX）という考え方を推進する

ためには、企業により先端的な技術が開発され、それが国・地域・都市など各レベルで、適材適

所で活用されることが必要です。

３．経済安全保障と国内産業の発展・サプライチェーンの維持

経済安全保障という考え方が、世界中で議論されています。この言葉には、二つの意味がある

ように思います。一つは、企業などの経済ビジネス活動を円滑に行うためには、国家間の良好な

安全保障関係が必要になることです。もう一つは、企業の経済ビジネス活動によって、安全保障

関係が損なわれてはならないことです。たとえば、ある外国の素材や部品を使用すると自国の情

報などがその国に漏れてしまう、という問題です。

このような経済安全保障の考え方は、貿易・投資を中心とした対外経済政策の問題です。ここ

で第一に、対外的な経済安全保障と国内的な産業の発展とのバランスをどのように取っていく

か、ということが問題になります。

その好例が、EUが今年２月初めに公表した「グリーンディール産業計画」です。その名の通

り、この計画は前節で述べた、気候変動を中心とした環境への取り組みに必要となる先端的な技

術を開発し、それに沿った製品の生産を行うことを目指しています。この計画の重要なポイント

の一つに、域内産業の競争力強化のため、この目的にかなった企業に対し域内加盟国による補助

を認める、ということがあります。従来は、EU域内で、各国が企業の製造拠点を奪い合うよう

な事態を避けるため、原則として国家による補助が認められていなかったのです。

このような方針変更のきっかけとなったのは、２０２２年８月、米国が、北米産の電気自動車

（EV）などを購入すれば税額控除を受けられることを含む「インフレ削減法」を成立させたこと

３「脱炭素化都市国際フォーラム２０２３」（IGESホームページ、２０２３年３月）
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（図表３）重要な材料・技術に対するEUの競争力

（出所）欧州委員会資料に基き作成

です。これにより、EUはEVの生産拠点が欧州から米国に移ってしまうのではないかと懸念を抱

き、対抗措置を採ったのです。

このように、国内向けに環境への取り組みという同じ政策目的を持った結果、両者の利害が対

立するという皮肉な事態が起きたのです。但し、EUと米国は普段から通商問題について定期的

に議論しているため、互いに妥協点を見出しやすい状況があります。このような対話の手段を確

保しておくことは重要です。

第二に、域内企業が必要とする重要な部品や材料を自らの域内で調達できるようにする、とい

う課題があります。EUでは、世界全体の半導体生産における域内生産の比率は、現在１０％を下

回り減少傾向にあります。半導体は自動車を始めとする域内のさまざまな産業に使用される重要

な部品であるため、EUでは域内生産の比率を２０３０年までに２０％以上とする目標を掲げていま

す。この目標を実現するため、半導体の技術開発、域内の安定供給などを目的とした「欧州半導

体法」が検討され、現在、法案が成立する最終段階にあると伝えられています。

しかしこの点についても、２０２２年８月、米国で「CHIPSプラス法」が成立し、米国内に半導体

製造拠点を建設する場合、資金支援や税制控除が受けられることになっていました。このように

半導体は現在、世界的に極めて重要になっていると同時に、その製造をめぐっては国際的な競争

が激化しています。

半導体にかぎらず、EUはいくつかの材料や技術について、域外に依存せず自らの手で活用で

きているかどうかについて比較検討を行っており、そこでは「戦略的自律性」という考え方が重

要になっています（図表３）。即ち、戦略的に重要な材料や技術について、域外に依存しすぎ

ず、自らの手で調達できる必要があるという考え方です。以上の例では、EUからみた競争相手

として米国を挙げましたが、実際には対話のしにくい中国やロシアとの交渉が問題になりやすい

でしょう。以上のような経済安全保障を巡る議論は、ほぼそのまま、日本に当てはまると言って

過言ではありません。
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今般、日本の企業グループにより、北海道に半導体の製造拠点が建設される計画が決定されま

した。以上述べたように、半導体は今後も、さまざまな産業で業種横断的に非常に重要であり続

けることが期待されます。そのため、初期投資や新規雇用の増加という短期的な効果だけでな

く、長期的な観点からその利用可能性と活用方法を見極めることにより、北海道経済に大きな波

及効果が期待されることになるでしょう。 （４月１７日記）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．６ △５．７ ９９．９ △３．８ ９２．１ △６．２ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．０ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．６ ８９．２ △９．８ ８５．４ △２１．５ ９１．５ △１０．０
２０２１年度 ８８．６ ６．４ ９５．５ ５．８ ８９．５ ７．４ ９３．３ ４．６ ８７．８ ２．８ ９７．７ ６．８

２０２１年１０～１２月 ８６．３ △４．２ ９４．９ ０．２ ８６．８ △５．０ ９２．４ ０．２ ８９．１ ０．９ ９９．９ ２．０
２０２２年１～３月 ８８．８ ２．９ ９５．７ ０．８ ８８．４ １．８ ９２．９ ０．５ ９１．１ ２．２ １００．９ １．０

４～６月 ８７．５ △１．５ ９３．１ △２．７ ８９．２ ０．９ ９２．０ △１．０ ８８．３ △３．１ ９９．６ △１．３
７～９月 ８６．０ △１．７ ９８．５ ５．８ ８５．５ △４．１ ９５．８ ４．１ ８６．８ △１．７ １０３．８ ４．２
１０～１２月 ８４．１ △２．２ ９５．５ △３．０ ８４．４ △１．３ ９３．２ △２．７ ８７．６ ０．９ １０３．２ △０．６

２０２２年 ２月 ８７．２ △１．５ ９６．２ ２．０ ８７．４ △１．８ ９２．７ ０．０ ８９．４ △３．１ １０１．３ ２．１
３月 ９０．７ ４．０ ９６．５ ０．３ ８８．９ １．７ ９３．３ ０．６ ９１．１ １．９ １００．９ △０．４
４月 ９０．８ ０．１ ９５．１ △１．５ ９２．３ ３．８ ９３．０ △０．３ ９１．５ ０．４ ９８．６ △２．３
５月 ８６．６ △４．６ ８８．０ △７．５ ８９．４ △３．１ ８９．２ △４．１ ８８．９ △２．８ ９７．７ △０．９
６月 ８５．１ △１．７ ９６．１ ９．２ ８６．０ △３．８ ９３．７ ５．０ ８８．３ △０．７ ９９．６ １．９
７月 ８６．１ １．２ ９６．９ ０．８ ８４．６ △１．６ ９４．８ １．２ ８７．０ △１．５ １００．２ ０．６
８月 ８６．３ ０．２ １００．２ ３．４ ８５．７ １．３ ９７．５ ２．８ ８６．７ △０．３ １００．９ ０．７
９月 ８５．６ △０．８ ９８．５ △１．７ ８６．３ ０．７ ９５．１ △２．５ ８６．８ ０．１ １０３．８ ２．９
１０月 ８６．９ １．５ ９５．３ △３．２ ８８．２ ２．２ ９３．５ △１．７ ８６．８ ０．０ １０３．３ △０．５
１１月 ８３．２ △４．３ ９５．５ ０．２ ８２．６ △６．３ ９３．４ △０．１ ８８．０ １．４ １０３．６ ０．３
１２月 ８２．１ △１．３ ９５．８ ０．３ ８２．４ △０．２ ９２．６ △０．９ ８７．６ △０．５ １０３．２ △０．４

２０２３年 １月 r ８１．９ △０．２ ９０．７ △５．３ r ８３．０ ０．７ ８９．２ △３．７ r ８９．４ ２．１ １０２．２ △１．０
２月 p

８２．６ ０．９ ９４．９ ４．６ p
８２．０ △１．２ ９２．７ ３．９ p

８７．７ △１．９ １０３．５ １．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３

２０２１年１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２
２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７

４～６月 ２４２，２４９ ３．５ ４９，７８７ ５．１ ３７，９２１ ２９．０ １３，０５８ ２５．３ ２０４，３２８ △０．２ ３６，７２９ △０．６
７～９月 ２４６，６３４ ２．９ ５０，７７８ ４．１ ３９，７４１ ２１．３ １２，９３９ １６．６ ２０６，８９３ ０．０ ３７，８３９ ０．４
１０～１２月 ２７６，１８５ ３．９ ５７，１８２ ４．０ ５０，７０２ ７．６ １６，６８３ ５．８ ２２５，４８３ ３．１ ４０，４９９ ３．３

２０２２年 ２月 ７３，８５５△１．１ １５，０３６ ０．５ ９，５４４ △１３．２ ３，５１６ △１．８ ６４，３１１ １．０ １１，５２０ １．２
３月 ８３，４９０ ２．１ １７，０５３ ２．１ １３，９３０ １．７ ４，７１１ ４．２ ６９，５６０ ２．２ １２，３４２ １．３
４月 ７９，９８２ ２．６ １６，２４３ ４．６ １２，２１４ １３．１ ４，１８１ １８．２ ６７，７６８ ０．９ １２，０６２ ０．６
５月 ８１，６５８ ６．４ １６，８０９ ９．１ １２，７２４ ５７．４ ４，３０１ ５５．３ ６８，９３４ ０．４ １２，５０９ △１．１
６月 ８０，６０９ １．５ １６，７３５ １．９ １２，９８２ ２３．６ ４，５７７ １１．２ ６７，６２７ △１．９ １２，１５８ △１．２
７月 ８４，６９０ ３．１ １７，７０４ ３．３ １４，２４１ １７．８ ４，８５４ ８．９ ７０，４４９ ０．６ １２，８５０ １．３
８月 ８２，２６４ １．７ １６，７７６ ４．３ １２，１３６ ２４．２ ３，８６９ ２４．７ ７０，１２７ △１．４ １２，９０７ △０．５
９月 ７９，６８０ ４．１ １６，２９９ ４．７ １３，３６４ ２２．６ ４，２１７ １９．１ ６６，３１６ １．０ １２，０８３ ０．５
１０月 ８３，２６２ ３．７ １７，３２６ ４．９ １４，５９９ ９．３ ４，７３０ １０．９ ６８，６６３ ２．６ １２，５９５ ２．８
１１月 ８４，２４８ ２．８ １７，５９０ ３．０ １４，８６９ ４．０ ５，１７７ ４．１ ６９，３７９ ２．５ １２，４１３ ２．６
１２月 １０８，６７４ ４．９ ２２，２６６ ４．１ ２１，２３３ ９．１ ６，７７６ ３．７ ８７，４４１ ３．９ １５，４９０ ４．２

２０２３年 １月 ８７，３４１ ７．６ １７，６８１ ５．５ １５，０２３ ２５．０ ４，７６４ １４．４ ７２，３１８ ４．６ １２，９１６ ２．５
２月 ７８，２８３ ６．０ １５，８２０ ５．２ １２，７２９ ３３．４ ４，１７６ １８．８ ６５，５５４ １．９ １１，６４４ １．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０２３年５月号

ｏ．３２０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３４～０３７　主要経済指標  2023.04.20 18.15.04  Page 34 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，７５９△２．７ ４６，８７９△４．７ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３

２０２１年１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７ △２．９
２０２２年１～３月 ３８，８７９△２．１ １２，１１５△０．９ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９

４～６月 ３６，５３４ ５．２ １１，１３８△０．１ ７１，１７４ ０．９ １８，８４６ ２．７ ３９，９９２ △１．０ ８，８９７ △２．１
７～９月 ３５，８９３△９．１ １１，６４１△０．３ ７５，１５３ ２．５ １９，９０６ ５．９ ３４，３８８ △３．４ ８，１８６ △２．１
１０～１２月 ３７，４６９△２．４ １１，９５０ １．１ ７４，０９６ ６．３ ２０，１３３ ８．４ ３７，６１９ ２．８ ８，９１５ １．２

２０２２年 ２月 １０，２３４△９．５ ３，４２３△２．０ ２３，４６７ ５．９ ５，８０２ ４．５ ７，３６３ △４．１ ２，２４６ △４．１
３月 １５，８８５ ６．８ ４，４９３ １．６ ２１，３５２ １．９ ６，２２５ ４．６ ９，４０７ △７．５ ２，６７１ △２．２
４月 １２，５６２ ８．８ ３，５５５ ０．７ ２３，９４３ ２．２ ６，１８９ ３．１ １３，４３２ ４．８ ２，９８６ △１．５
５月 １２，３１３ ６．９ ３，６８１△３．９ ２３，３１８ ２．８ ６，２８４ １．７ １４，４７８ ０．０ ３，１０１ △３．９
６月 １１，６５９△０．２ ３，９０２ ２．８ ２３，９１３ △２．１ ６，３７３ ３．３ １２，０８２ △７．８ ２，８１０ △０．７
７月 １２，９０４△１２．３ ４，２５０△３．９ ２４，５７８ ２．３ ６，７６４ ６．８ １２，４８７ △５．２ ２，８７４ △２．２
８月 １０，９４８△１３．６ ３，６１４△２．３ ２５，８３４ ２．８ ６，７７４ ５．３ １１，３７３ △２．０ ２，７４２ △１．１
９月 １２，０４１△０．４ ３，７７７ ６．４ ２４，７４１ ２．５ ６，３６９ ５．６ １０，５２８ △２．８ ２，５６９ △３．２
１０月 １１，６６８△１．２ ３，５１６ ０．１ ２３，８４５ ４．１ ６，４４６ ６．０ １１，８８７ ２．７ ２，８４６ １．７
１１月 １１，３７６△３．９ ３，５８９ ０．３ ２４，７０７ ７．４ ６，３７３ ７．９ １１，１８２ △０．１ ２，６７３ △１．３
１２月 １４，４２５△２．０ ４，８４５ ２．５ ２５，５４４ ７．２ ７，３１４ １１．１ １４，５５０ ５．３ ３，３９６ ２．９

２０２３年 １月 １３，４２４ ５．２ ４，１８４△０．３ ２６，３３８ １０．２ ６，４８２ ５．０ ８，９４５ △１．２ ２，４６９ △１．４
２月 １０，６９１ ４．５ ３，４６７ １．３ ２３，９５５ ２．１ ６，１２６ ５．６ ７，３６３ ０．０ ２，２４８ ０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１

２０２１年１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０
２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０

４～６月 １４６，１２５ ４．６ ３０，０９３ ３．５ ２６５，１８２ △０．３ ２８９，６９４ ３．２ ２，３１４ １２１．６ ０ －
７～９月 １５９，７４０ ３．９ ３１，７７０ ３．７ ２６８，３７４ ９．６ ２８５，４２９ ７．１ ３，３１３ １０３．８ ４６８１３３．３
１０～１２月 １５４，６６９ ７．３ ３１，９１６ ６．０ ３１９，６７２ １７．２ ３０４，０２２ ４．１ ２，９４５ ３７．６ １３０ －

２０２２年 ２月 ４２，６１２ ３．３ ８，７２１ ０．６ ２６２，４８１ １６．７ ２５７，８８７ ２．２ ３７８ ５３．３ ０ －
３月 ４７，４２４ ３．０ ９，９６０ １．７ ２８０，０２７ △４．７ ３０７，２６１ △０．８ ６３９ ４１．９ ０ －
４月 ４７，３００ ３．９ ９，８７３ ２．７ ２８２，４５７ ３．８ ３０４，５１０ １．２ ６４８ ５８．９ ０ －
５月 ４９，０９３ ５．５ １０，０７８ ３．５ ２５８，８３６ △４．４ ２８７，６８７ ２．４ ７８５ １４７．９ ０ －
６月 ４９，７３２ ４．３ １０，１４１ ４．２ ２５４，２５２ △０．４ ２７６，８８５ ６．４ ８８１ １７５．６ ０ －
７月 ５４，５１１ ３．７ １０，８４４ ３．４ ２６０，２４７ １．７ ２８５，３１３ ６．６ １，０５４ ８６．４ １４６７００．０
８月 ５３，９９８ ５．３ １０，７２０ ５．２ ２７９，４０２ １５．９ ２８９，９７４ ８．８ １，２０５ ９７．４ ２ －
９月 ５１，２３１ ２．８ １０，２０６ ２．３ ２６５，４７３ １１．６ ２８０，９９９ ５．９ １，０５３ １３４．１ ０１４８３３．３
１０月 ５１，４７８ ８．３ １０，５７７ ６．５ ２９５，２４５ ２２．４ ２９８，００６ ５．７ １，０４４ ６４．７ ２ －
１１月 ４９，０６９ ７．４ １０，３２４ ７．９ ３２６，４４４ ２１．９ ２８５，９４７ ３．２ ９１８ ３３．０ ２３ －
１２月 ５４，１２２ ６．２ １１，０１４ ３．９ ３３７，３２７ ９．１ ３２８，１１４ ３．４ ９８３ ２０．４ １０５ －

２０２３年 １月 ４８，７８２ ５．７ ９，９２４ ４．１ ２７３，００６ ０．５ ３０１，６４６ ４．８ ８１６ ４８．９ １２４ －
２月 ４５，７９８ ７．５ ９，２６５ ６．２ ２７５，９０３ ５．１ ２７２，２１４ ５．６ ９１５ １４１．９ p １１８ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度及び四半期の数値は月平均値。 ■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０２３年５月号

ｏ．３２０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３４～０３７　主要経済指標  2023.04.21 16.09.28  Page 35 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８
２０２１年度 ３２，０９１ １．０ ８，６５９ ６．６ １，７３２ △６．５ ４３，７３８ ９．３ １０３，７３３ ９．３

２０２１年１０～１２月 ８，０６７ ４．５ ２，１９８ ６．１ ３５０ ３３．６ １２，７７７ ３２．０ ２５，６６０ ６．４
２０２２年１～３月 ４，９７６ △１３．７ ２，００４ ４．９ ３３９ ３．０ ９，７０３ △１．４ ２８，５２８ ６．１

４～６月 ８，９９５ △８．９ ２，１８０ △１．４ ４９６ △２４．０ １２，７４７ ９．１ ２６，８５４ １０．８
７～９月 ８，７８２ △４．２ ２，２４６ △０．０ ３９３ ０．６ １１，６２７ ２１．４ ２７，３０２ ７．９
１０～１２月 ７，０５１ △１２．６ ２，１６２ △１．６ ２４７ △２９．３ ９，５５９ △２５．２ ２４，７３５ △３．６

２０２２年 ２月 １，３６８ △９．１ ６４６ ６．３ １３２ １３３．８ ３，４５９ １２．３ ７，１１３ ４．３
３月 ２，４９２ △６．１ ７６１ ６．０ １６０ １１．７ ３，３０６ △１２．３ １４，２９９ ７．６
４月 ３，２３３ △６．８ ７６２ ２．２ １４０ ４１．３ ４，５０２ ２２．２ ９，２９０ １９．０
５月 ２，５３９ △１８．３ ６７２ △４．３ １１８ △４３．２ ３，７０６ △７．０ ７，６８９ ７．４
６月 ３，２２３ △２．４ ７４６ △２．２ ２３８ △３１．１ ４，５３９ １３．１ ９，８７５ ６．５
７月 ３，１０３ ７．４ ７３０ △５．４ １５５ １３．７ ４，６３７ ３２．６ ８，６５６ １２．８
８月 ３，１８０ ６．１ ７７７ ４．６ １０２ △２５．２ ３，７００ ３３．５ ８，０４５ ９．７
９月 ２，４９９ △２３．９ ７３９ １．０ １３６ １５．４ ３，２９０ △０．５ １０，６０１ ２．９
１０月 ２，６５７ △１２．７ ７６６ △１．８ １０６ △３４．４ ３，２３８ △３３．９ ７，７４５ ０．４
１１月 ２，４０７ △１７．９ ７２４ △１．４ ８８ ５．１ ３，１６３ △７．３ ７，７７０ △３．７
１２月 １，９８７ △５．０ ６７２ △１．７ ５４ △４８．９ ３，１５８ △２９．３ ９，２２１ △６．６

２０２３年 １月 １，０３３ △７．４ ６３６ ６．６ ７８ ６６．２ ３，５９０ ２２．２ ７，４３８ ４．５
２月 １，２２４ △１０．５ ６４４ △０．３ ６８ △４８．０ ３，２１６ △７．０ ７，８０８ ９．８

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５
２０２１年度 １３９，８６８ △９．４ ５２，３１０ △１．２ ４１，８１５ △１５．８ ４５，７４３ △１１．６ ３，４７７，６０８ △９．９

２０２１年１０～１２月 ３０，０４５ △１８．１ １１，３３９ △１５．１ ８，８３４ △１８．８ ９，８７２ △２０．８ ８０２，３０５ △１９．１
２０２２年１～３月 ３７，８５９ △１３．９ １４，１２２ △１１．３ １１，３７１ △１０．２ １２，３６６ △１９．８ ９８８，６８６ △１７．４

４～６月 ３３，８７０ △８．５ １２，２００ △８．８ １０，９３９ △１．０ １０，７３１ △１４．７ ７２４，２２５ △１５．５
７～９月 ３６，８４８ ５．４ １４，６０５ ８．４ １０，８９５ ３．２ １１，３４８ ３．９ ８４７，１８９ ２．１
１０～１２月 ３４，１２０ １３．６ １２，６６５ １１．７ ９，４８３ ７．３ １１，９７２ ２１．３ ８８８，７１９ １０．８

２０２２年 ２月 １０，０３５ △１５．６ ３，３２７ △２１．５ ３，０２３ △６．６ ３，６８５ △１６．４ ２８９，８４８ △１９．９
３月 １８，２０６ △１５．８ ７，２４２ △６．１ ５，２３７ △２０．９ ５，７２７ △２１．４ ４２６，３９３ △１６．５
４月 １１，８５０ △６．９ ４，４９８ ４．０ ３，７７１ △９．２ ３，５８１ △１５．６ ２４４，２９２ △１５．３
５月 ９，３４６ △１８．１ ３，２８８ △１７．２ ２，９４０ △８．２ ３，１１８ △２６．３ ２１１，８５６ △２２．０
６月 １２，６７４ △１．６ ４，４１４ △１３．１ ４，２２８ １４．５ ４，０３２ △１．８ ２６８，０７７ △９．６
７月 １３，１３９ △４．７ ５，１５５ △１．１ ３，９７５ △１３．１ ４，００９ ０．０ ２８８，１４５ △６．９
８月 １０，２２４ △６．７ ４，０２１ △１．３ ３，１０９ △７．４ ３，０９４ △１２．３ ２３４，１４３ △１１．２
９月 １３，４８５ ３２．１ ５，４２９ ２９．６ ３，８１１ ４４．８ ４，２４５ ２５．４ ３２４，９０１ ２６．４
１０月 １２，０３３ ２９．５ ４，２８３ ２０．１ ３，６９３ ３６．７ ４，０５７ ３４．１ ２９５，８０９ ２８．３
１１月 １２，０４１ ９．０ ４，３１７ １１．４ ３，３５３ △０．４ ４，３７１ １４．９ ３０２，５１１ ３．７
１２月 １０，０４６ ３．５ ４，０６５ ４．３ ２，４３７ △１１．９ ３，５４４ １６．５ ２９０，３９９ ３．７

２０２３年 １月 １１，５３３ １９．９ ４，９９９ ４０．７ ２，６１０ △１６．１ ３，９２４ ３２．８ ３１９，８７０ １７．４
２月 １３，２８６ ３２．４ ５，９４３ ７８．６ ３，４５４ １４．３ ３，８８９ ５．５ ３５６，２８１ ２２．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０２３年５月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８

２０２１年１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．１０ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６
２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７

４～６月 ４９２，１７８ △６．２ ４９，２９６ △４．４ １．０１ １．０７ ３２，６７７ １３．３ ７６６，５５６ １３．２ ３．７ ２．７
７～９月 ２１４，０４０ △２．１ ３７，４７１ △１．８ １．１３ １．１７ ３３，１９０ １４．５ ７７７，６１３ １１．９ ３．１ ２．６
１０～１２月 ６５，４６１ △７．４ ２３，８０２ △５．４ １．１７ １．２７ ３１，３２８ ７．１ ７７９，００２ ７．０ ２．７ ２．４

２０２２年 ２月 １６，３６６ １６．７ ５，８９７ △９．１ １．０２ １．１４ ３０，３５７ ９．３ ７４２，２９０ ８．１ ３．１ ２．６
３月 １２１，０１３ ８．６ １４，４９９ △４．３ １．０３ １．１３ ３３，７６３ １．９ ７９８，７３６ ７．３ ↓ ２．６
４月 １８４，７３４ △９．８ ２０，１０５ △４．０ １．００ １．０６ ３４，８１０ １３．５ ７７２，６９５ １１．９ ↑ ２．７
５月 １４４，１８６ △６．３ １２，６７２ △１０．３ １．００ １．０６ ２９，８５３ １４．３ ７２６，７４７ １６．６ ３．７ ２．８
６月 １６３，２５７ △１．６ １６，５１９ ０．１ １．０４ １．０９ ３３，３６９ １２．２ ８００，２２７ １１．５ ↓ ２．７
７月 １０２，６５０ ０．３ １２，９２４ △７．０ １．１０ １．１５ ３４，６４９ １５．８ ７７２，２４９ １１．９ ↑ ２．５
８月 ５９，８５５ △８．６ １１，５６２ △０．１ １．１２ １．１８ ３０，４１５ １４．２ ７５５，６９７ １３．９ ３．１ ２．６
９月 ５１，５３４ １．５ １２，９８５ ２．４ １．１６ １．２０ ３４，５０７ １３．６ ８０４，８９２ １０．１ ↓ ２．７
１０月 ３６，８５７ △０．２ １０，５５８ △１．９ １．１６ １．２３ ３５，０１７ ９．６ ８３１，６０３ ７．６ ↑ ２．６
１１月 １９，９２１ △７．６ ６，９６１ △７．６ １．１９ １．２７ ３０，２０１ ５．２ ７６７，６４１ ８．０ ２．７ ２．４
１２月 ８，６８２ △２８．８ ６，２８３ △８．４ １．１７ １．３１ ２８，７６６ ６．１ ７３７，７６２ ５．４ ↓ ２．３

２０２３年 １月 ５，７２６ △５０．７ ５，０８８ △２．３ １．１１ １．２９ ３１，４２４ ４．４ ８２１，９７３ ４．９ － ２．４
２月 １０，０３１ △３８．７ ８，９７８ ５２．２ １．０８ １．２７ ３１，４０１ ３．４ ８２０，２７２ １０．５ － ２．５

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度及び四半期の
数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１

２０２１年１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２
２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１

４～６月 １０２．３ ２．９ １０１．６ ２．１ ５９ ７８．８ １，５５６ ４．４ １２９．５６ ２６，３９３
７～９月 １０３．５ ３．４ １０２．５ ２．７ ４０ ４２．９ １，５８５ ９．５ １３８．３４ ２５，９３７
１０～１２月 １０４．９ ４．４ １０３．８ ３．８ ５０ ４７．１ １，７８３ １５．９ １４１．４６ ２６，０９５

２０２２年 ２月 １００．９ １．０ １００．５ ０．６ １４ △６．７ ４５９ ２．９ １１５．２０ ２６，５２７
３月 １０１．６ １．３ １００．９ ０．８ ２７ ２２．７ ５９３ △６．５ １１８．５１ ２７，８２１
４月 １０２．１ ２．８ １０１．４ ２．１ １６ ３３．３ ４８６ １．９ １２６．０４ ２６，８４８
５月 １０２．３ ２．８ １０１．６ ２．１ ２２ １４４．４ ５２４ １１．０ １２８．７８ ２７，２８０
６月 １０２．５ ３．０ １０１．７ ２．２ ２１ ７５．０ ５４６ ０．９ １３３．８６ ２６，３９３
７月 １０３．０ ３．０ １０２．２ ２．４ ９ ０．０ ４９４ ３．８ １３６．６３ ２７，８０２
８月 １０３．４ ３．４ １０２．５ ２．８ １４ １３３．３ ４９２ ５．６ １３５．２４ ２８，０９２
９月 １０４．０ ３．８ １０２．９ ３．０ １７ ３０．８ ５９９ １８．６ １４３．１４ ２５，９３７
１０月 １０４．４ ４．０ １０３．４ ３．６ ２０ ６６．７ ５９６ １３．５ １４７．０１ ２７，５８７
１１月 １０５．２ ４．５ １０３．８ ３．７ １４ △６．７ ５８１ １３．９ １４２．４４ ２７，９６９
１２月 １０５．２ ４．５ １０４．１ ４．０ １６ １２８．６ ６０６ ２０．２ １３４．９３ ２６，０９５

２０２３年 １月 １０５．１ ４．７ １０４．３ ４．２ １４ ７５．０ ５７０ ２６．１ １３０．２０ ２７，３２７
２月 １０４．４ ３．５ １０３．６ ３．１ １８ ２８．６ ５７７ ２５．７ １３２．６８ ２７，４４６

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０２３年５月号

ｏ．３２０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３４～０３７　主要経済指標  2023.04.21 16.10.05  Page 37 
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２３年１～３月期実績、２０２３年４～６月期見通し）

●寄稿
地域に生きる北見工業大学が取り組む社会貢献活動

●経営のアドバイス
ウクライナ侵攻から１年、欧州経済・ビジネスの課題
―日本企業の視点―
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